
役員報酬規程

(目 的)

第 1条 この規程は、認定特定非営利活動法人えどがわエコセンター定款

第 18条第 1項に定める役員の報酬に関し、必要な事項を定めることを目的

とする。

(報酬の額)

第 2条 役員の報酬は、当分の間支給しないものとする。

(その他)

第 3条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、理事長が定める。

(附則)

この規程は平成 31年 4月 1日 より施行する。



職 員 給 与 規 程

第1章 総 則

(目 的)

第 1条 この規程は、認定特定非営利活動法人えどがわエコセンター (以下「エ

コセンター」という。)の職員の給与に関する事項について定めることを目的

とする。

2 エコセンターが、日々雇用する者の給与は、理事長が職員の給与との均衡

を考慮して別に定める。

(給与の種類)

第 2条 職員の給与は、給料及び次に掲げる諸手当とする。

(1)扶養手当

(2)地域手当

(3)住居手当

(4)通勤手当

(5)時間外勤務手当

(6)期末手当

(7)勤勉手当

2 業務について生じた実費の弁償は、給与に含まれない。

(給与の支払方法)

第 3条 給与は、日座振込み又は現金で直接職員に支払うものとする。

2 前項の給与の支払いの際、法令及び法令の規定に基づく協約又は協定によ

り給与から控除する金額があるときは、理事長はこれを控除して支払うこと

ができる。

(給与の支払日)

第4条 給与 (期末手当及び勤勉手当を除く。以下、本条において同じ。)の支

払日は、毎月 15日 とする。ただし、月の初日以外の日に職員となった者の当

該職員となった月の支払日は、その月の末日とする。

2 前項に規定する支払日が日曜日、土曜日又は休日 (国民の祝日に関する法

律 (昭和 23年法律第 178号)に定める休日をいう。以下この項において同

じ。)に当るときは、15日 に最も近い日曜日、土曜日又は休日でない日 (そ

の日が2あ るときは、15日 より前の日)と する。

3 前 2項の規定にかかわらず、理事長は災害その他の事由により給与の支払

いが著しく困難なときは、支払日を一時変更することができる。



(期末手当及び勤勉手当の支払 日)

第 5条 期末手当及び勤勉手当の支払 日は当該手当の支払いの都度、理事長が

定める日とする。

第2章 給 料

(給料の意義)

第 6条 この規程において給料とは、正規の勤務時間による勤務に対する報酬

をいうJ

(給料の決定)

第 7条 職員に適用される給料月額は、区行政職給料表 (別表第一)に準じる。

2 給料月額は、別記様式 1号により発令し、行うものとする。

(昇給の基準)

第 8条 区の基準に準じる。

(昇給の時期)

第 9条 前条に規定する昇給の時期は、4月 1日 とする。

(昇給停止)

第 10条 職員が 55歳に達した日以降直近の 3月 31日 を超えて在職する場合

は、当該 3月 31日 の翌日以降昇給させることはできない。

(昇 格)

第 11条 職員の昇格については別に定める。

(給料の支給方法)

第 12条 給料は月の 1日 から末日までの期間 (以下「給与期間」という。)に
つき、給料月額の全額を月 1回に支給する。

2 新たに職員となった者に対しては、その日から給料を支給し、昇給、降格

等により給料額に異動を生じたものに対しては、その日から新たに定められ

た給料を支給する。ただし、離職した職員が即日他の職に任命されたときは、

その日の翌日から給料を支給する。

3 職員が離職したときは、その日までの給料を支給する。

4 前項の規定に係わらず、職員が死亡したとき又は組織の改廃その他やむを

得ない業務上の理由により解雇され、又は退職した場合には、その月の給料

全額を支給する。



5 第 2項及び第 3項の規定により、給料を支給する場合であっても、給与期

間の初日から支給するとき以外のとき又は給与期間の末日まで支給すると

き以外のときは、その給料額は、その給与期間の現日数から週休日の日数を

差し引いた日数を基礎として日割によって計算する。

(退職又は解雇の場合の支払い)

第 13条 職員が死亡したとき、又は組織の改廃その他業務上の理由により退

職又は解雇された場合においては、権利者の請求があった場合は、すみやか

に給料その他職員の権利に属する支給金を支給する。

(業務上の傷病者に対する支払い)

第 14条 職員が業務上負傷し、又は疾病にかかり若しくは通勤による災害に

より休業補償を受ける場合は、その勤務することができない期間につき、平

均賃金からその給付額を控除した額を支給する。

(業務外の傷病者に対する支払い)

第 15条 職員が業務外の負傷、疾病により休業したときは、その日から180日

間は平均賃金額を支給する。

(給与の減額)

第 16条 職員が勤務しないときは、その勤務しないことにつき、職員就業規則

第 21条に定める特別休暇を受ける場合及び理事長が別に定める場合を除く

ほか、その勤務しない 1時間につき、勤務 1時間当たりの給与等の額の合計

額を減額して給与を支給する。

2 前項の給与の減額は、減額すべき事実のあつた日の属する給与期間のもの

を直近の給与支給の際、行うものとする。ただし、当該給与支給の際に減額

できないときは、その後の給与支給の際に行うことができる。

(時間の計算)

第 17条 前条における時間の合計に 1時間未満の端数がある場合には、その

端数が 30分以上の時は 1時間とし、30分未満のときは切り捨てる。

(欠勤者等の給与)

第 18条 欠勤者又は休職者の給与については、第 15条に定める場合を除くほ

か別表第 2に定めるところによる。

(遅刻、早退者の給与)

第 19条 職員が遅刻、早退した場合は、第 15条、第 16条の規定により算出し

た額を控除する。



(端数計算)

第 20条 この規程による給与の計算においては円位未満の端数を生ずるとき

はその端数が 50銭以上のときは1円 とし、50銭未満のときは切り捨てる。

第3章 諸 手 当

(扶養手当)

第 21条 扶養手当は、扶養親族のあるすべての職員に対して支給する。
2 前項の扶養手当とは、次に掲げる者で他に生計の途がなく、主として、そ
の職員の扶養を受けている者をいう。

(1)配偶者 (届 出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。)

(2)満 22歳に達する日以後の最初の 3月 31日 までの間にある子及び孫
(3)満 60歳以上の父母及び祖父母
に)満 22歳に達する日以後の最初の 3月 31日 までの間にある弟妹
(5)重度心身障害者
3 扶養手当の月額は、次の各号に掲げる扶養親族の区分に応じて、扶養親族
1人につき当該各号に掲げる額とする。

(1)前項第 1号に掲げる者            13,700円
(2)前項第 2号に掲げる子のうち1人

(職員に配偶者のない場合に限る。)   13,700円
(3)前項第 2号から第 5号までに掲げる者のうち2人

(前号に該当する扶養親族を有する場合にあっては 1人)ま での者 5,500円
(4)前項第 2号から第 5号までに掲げる者のうち前 2号に該当する者以外者

5,500円

4 扶養親族たる子 (第 2項第 2号に掲げる子に限る。以下同じ。)の うちに満
15歳に達する日後の最初の 4月 1日 から、満 22歳に達する日以後の最初の
3月 31日 までの間 (以下「特定期間」という。)にある子がいる場合における
扶養手当の月額は、前項の規定にかかわらず、 4,000円に特定期間にある当
該扶養親族たる子の数 (同項第 2号に該当する子がある場合にあっては、特定
期間にある当該扶養親族たる子の数から1を減じた数)を乗じて得た額を同
項の規定による額に加算した額とする。

(扶養手当支給細目)

第 22条 新たに職員となった者に扶養親族がある場合、又は職員に次の各号
の一に該当する事実が生じた場合においては、その職員は、ただちにそのこと
を証明する書類を添えて理事長に届け出なければならない。

(1)新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合
(2)扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合 (前条第 2項第 2号又は第
4号に掲げる扶養親族が、満 22歳に達した日以降の最初の3月 31日 の経過
により、扶養親族たる要件を欠くに至つた場合を除く。)

(3)扶養親族たる子がある職員が配偶者のない職員となった場合 (前号に該当
する場合を除く。)

に)扶養親族たる子がある職員が配偶者を有するに至った場合 (第 1号に該当
する場合を除く。)



2 扶養手当の支給開始日及び終了日は、次の基準による。ただしご扶養手当

の支給開始日については、前項の規定による届出が、これらの事実の生じた日

から15日 を経過した後にされた場合は、その届出を受理した日の属する月の

翌月 (その日が月の初日であるときは、その日の属する月)か ら行なうものと

する。

(1)新たに職員となった者に扶養親族がある場合は、その者が職員となった日

の属する月の翌月 (その日が月の初日であるときは、その日の属する月)か ら

開始する。

(2)扶養親族がない職員に新たに扶養親族が生じた場合は、その日の属する月

の翌月 (こ れらの日が月の初日であるときは、その日の属する月)か ら開始す

る。

(3)扶養手当を受けている職員が離職し、又は死亡した場合は、その日の属す

る月 (こ れらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月)を もっ

て支給を終る。

に)扶養手当を受けている職員の扶養親族のすべてについて、前項第 2号に掲

げる事実が生じた場合は、その日の属する月 (これらの日が月の初日である場

合は、その日の属する月の前月)を もって支給を終る。

3 扶養手当を受けている職員に次の事実が生じた場合はその日の属する月

の翌月 (こ れらの日が月の初日であるときは、その日の属する月)か ら、その

支給額を改定する。ただし、第 1号 (配偶者のない職員で扶養親族たる配偶者

を有するに至った場合における当該子に係る扶養手当の支給額の改定を除く)

及び第 3号の事実を生じた場合における子に係る扶養手当支給額の改定につ

いては、前項ただし書の規定を準用する。

(1)さ らに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合

(2)扶養親族の一部に扶養親族たる要件を欠くに至った場合

(3)扶養親族たる子がある職員が配偶者がない職員となった場合 (前号に該当

する場合を除く)

(4)扶養親族たる子がある職員が配偶者を有するに至った場合 (第 1号に該当

する場合を除く)

(地域手当)

第 23条 職員には、地域手当を支給する。

2 地域手当の支給額は給料及び扶養手当の月額の合計額に 100分の 18を乗

じて得た額 とする。

3 地域手当の支給については、給料支給の例による。

(住居手当)

第 24条 世帯主 (江戸川区職員の住居手当に関する規則第 2条に準 じ。)であ

る職員に対 して住居手当を支給する。

2 住居手当の月額は、扶養親族のある職員については、 8,800円 、扶養親族

のない職員については、 8,300円 とする。

3 住居手当の支給に関する必要な事項は、理事長が別に定める。

(通勤手当)

第 25条 次の各号に掲げる職員に対 しては、通勤手当を支給する。ただし、職

員は通勤届 (別記様式 1号)を提出するものとする。



(1)通勤のため、交通機関又は有料の道路 (以下「交通機関等」という。)を

利用して、その運賃又は料金 (以下「運賃等」という。)を負担することを

常例とする職員。 (交通機関等を利用しなければ通勤することが困難であ

ると理事長が認める職員以外の職員であって、交通機関等を利用しないで

徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道 2キ ロメー トル未

満であるもの及び第 3号に掲げる職員を除く。)

(2)通勤のため自転車、原動機付自転車、自動車その他の交通の用具等 (以

下「自転車等」という。)を使用することを常例とする職員 (自 転車等を使

用しなければ通勤することが困難であると理事長が認める職員以外の職

員であって、自転車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合

の通勤距離が片道 2キ ロメー トル未満であるもの及び次号に掲げる職員

を除く。)

(3)通勤のため交通機関を利用してその運賃等を負担し、かつ自転車等を使

用することを常例とする職員 (交通機関等を使用し、又は自転車等を使用

しなければ通勤することが困難であると理事長が認める職員以外の職員

であって、交通機関等を利用せず、かつ自転車等を使用しないで徒歩によ

り通勤するものとした場合の通勤距離が片道 2キ ロメー トル未満である

ものを除く。)

2 通勤手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各号に掲げ
る額とする。

(1)前項第 1号に掲げる職員 その者の 1カ 月の通勤に要する運賃等の額に
相当する額とし、支給時期を4月 及び 10月 の年 2回それぞれ 6カ 月分の手
当てを一括支給する。ただし、1カ月当たりの支給限度額を55,000円 とする。

(2)前項第 2号に掲げる職員 江戸川区職員の給与に関する条例別表第 3に
掲げる職員の区分及び自動車等の片道の使用距離の区分に応 じて同表に掲げ
る額に支給月数を乗じて得た額とする。
3 前 2項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定、そ
の他通勤手当の支給に関し必要な事項は、別に理事長が定める。
(時間外勤務手当)

第 26条 正規の勤務時間を超えて勤務を命ぜられた職員に対しては、その超
過勤務の時間 1時間につき、1時間当りの給与額に 100分の 125か ら 100分
の 150ま での範囲内の割合 (そ の勤務が午後 10時から翌日の午前 5時までの
時にある場合は、その割合に 100分の 25を加算した割合)を乗じて得た額を
時間外勤務手当として支給する。
2 前項に定める勤務 1時間当りの給与額は、給料の月額等 .(給料月額、給料
月額に地域手当の剰率を乗じて得た額、住居手当の額を合計した額)に、12を
乗じて得た額を、一週間の勤務時間に 52を乗じて得たものから勤務時間を5
で除して得た時間に理事長が定める日の数を乗じたものを、減じたもので、除
して得た額とする。



(期 末 手 当)

第 27条 期末手当は、3月 1日 、6月 1日 及び 12月 1日 (以下これらを「基

準日」という。)にそれぞれ在職する職員に対して基準日の属する月の理事長

が定める日に支給する。基準日前 1ケ月以内に退職し、又は死亡した職員につ

いてもまた同様とする。

2 期末手当の額は、職員の給与月額に、 3月 に支給する場合においては 100

分の 25、 6月 に支給する場合においては 100分の 115、 12月 に支給する場

合においては 100分の 120を乗じて得た額に、別に理事長が定める支給割合

を乗じて得た額とする。

3 理事長が定める職員に支給する期末手当に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「給与月額」とあるのは「給与月額に、給与月額及びこれに対

する地域手当の月額の合計額に職務段階等を考慮して、理事長が定める職員

の区分に応じて 100分の 20を超えない範囲内で理事長が定める割合を乗じて

得た額を加算した額」とする。

第 28条 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第 1項の規定にかかわ

らず、当該各号の基準日に係る期末手当 (第 4号に掲げる者にあっては、そ

の支給を一時差し止めた期末手当)は支給しない。

(1)基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に懲戒免職の処

分を受けた職員

(2)基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に禁固以上の刑

に処せられたこと等により失職した職員

(3)基準日前 1ケ月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の前日

までの間に離職した職員で、その離職した日から当該支給日の前日までの間

に禁固以上の刑に処せられたもの

(4)次条第 1項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受けた

者 (当 該処分 を取り消された者を除く。)で、その者の在職期間中の行為に

係る刑事事件に関し禁固以上の刑に処せられたもの

第 29条 理事長は、支給日に期末手当を支給することとされていた職員で当

該支給日の前日までに離職したものが次の各号のいずれかに該当する場合は、

当該期末手当の支給を一時差し止めることができる。

(1)離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為

に係る刑事事件に関して、その者が起訴 (当該起訴に係る犯罪について禁固以

上の刑が定められているものに限る。)を され、その判決が確定していない場合

(2)離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行

為に係る刑事事件に関して、その者が逮捕された場合又はその者から聴取

した事項若しくは調査により判明した事実に基づきその者に犯罪があると

思料するに至った場合であって、その者に対し期末手当を支給することが、

業務に対する信頼を確保し、期末手当に関する制度の適正かつ円滑な実施

を維持する上で重大な支障を生ずると認めるとき

2 理事長は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当するに至っ

た場合には、速やかに当該一時差止処分を取り消さなければならない。ただし、

第 2号に該当する場合において、当該一時差止処分を受けた者がその者の在職

期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているとき、その他これを取

り消すことが一時差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは、この限り



でない。

(1)一時差止処分を受けた者について、当該一時差止処分の理由となった行為
に係る刑事事件につき公訴を提起しない処分があった場合
(2)一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に
関し起訴を されることなくその者の退職の日から起算して 1年を経過した場
△
口

3 前項に規定するもののほか、一時差止処分に関し必要な事項は、理事長が
定める。

(勤 勉 手 当)

第 30条 勤勉手当は、6月 1日 及び 12月 1日 (以下これらを「基準日」とい
う。)にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の理事長が
定める日に支給する。これらの基準日前 1ケ月以内に退職し、又は死亡した職
員についてもまた同様とする。
2 勤勉手当の額は、職員の給与月額に、6月 及び 12月 に支給する場合にお
いては 100分の 67.5を乗じて得た額に勤務成績に応じて理事長が定める支給
割合を乗じて得た額とする。
3 理事長が定める職員に支給する勤勉手当に対する前項の規定の適用につ
いては、同項中「給与月額」とあるのは「給与月額に、給与月額及びこれに対
する調整手当の月額の合計額に職務段階等を考慮して、理事長が定める職員の
区分に応じて 100分の20を超えない範囲内で理事長が定める割合を乗じ
て得た額を加算した額」とする。
4 前 2条の規定は、第 1項の規定による勤勉手当の支給について準用する。
(準用)

第 31条 この規程に定めのない事項については江戸川区職員の給与に関する
条例、規則等の定めを準用する。

(運用)

第 32条 派遣に基づく区職員の場合は、この規程にかかわらず、江戸川区諸条

例など関係法令に基づくものとする。

附 則
この規程は、平成25年 4月 1日 から施行する。



様式 1号

昇 給・昇 格 発 令 通 知 書

えどがわエコセンター理事長

所 属 氏  名

えどがわエコセンター

発令年月日 級 号給 給 料 月 額 備  考

令和  年  月  日



書式第 17号 (法第55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第3号に定める事項を記載した書類

法人名 認定特定非営利活動法人えどがわエコセンター 事 業 年 度 令和 5年 4月 1日 ～令和 6年 3月 31日

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第32条第1項各号に対応しています。以下同じです。

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

な し

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

正会員受取会費 1,482,000円

賛助会員受取会費 863,500円

受取寄付金 1,040,000円

受取区補助金 331047,772円

みどり東京温暖化防止プロジェク ト助成金 1,000,000円

イオン環境活動助成金 407,269円

参加料収益 473,150円

雑収益 153,697円

円

円

円

円

円

円

△
口 計 38,467,388円

′」土
l日 入 先 金    額

な し 円

円

円

円

円

△
口 計 円

(3)そ の他



2 取引の内容に関す る事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ
第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

取引先の氏名等
法人 との

関  係
譲 渡 資 産 の 内 容

譲  渡

年 月 日
譲 渡 価 格 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

33,047,772円 運営にかかる補助金等

1,000,000円 みどり東京温暖化防止プロジェクト助成金

407,269円 イオン環境活動助成金

100,000円
中小企業特別高圧電力・工業用 LPガス

価格高騰緊急対策事業支援金

50,000円 寄附金

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

2,852,292円 事務所賃借料

 978,133円 エコバッグ料等

808,500円 船舶貸借料

647,724円 パソコンリース料

558,250円 ハー ドディスク保守業務等



口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

.取 引 先 の 氏 名 等
法人 との

関  係
貸付 資産 の内容

貸  付

年 月 日
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取 引 先 の 氏 名 等
法人 との

関  係
役務の提供の内容

役務の提

供年月日
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

別紙参照 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



別紙
一覧

ヒの関傷No. 取引先の氏名4 年 月
ｎ
ロ |その他の取引条件合

会 ) R5 Ｆ
０ 12 3,000 講師謝金の規程

，

こ R5 ０
０

０
０ 1,500 講師謝金の規程

Ｑ

Ｖ R5 ハ
０

ハ
０ 1,500 講師謝金の規程

４

． R5 ０

〉 11 ,3.000

 講師謝礼金 i R5 11 15 6,000
_::::::.::1:!]_:::]:!:`::::::1:`:::121lli::]1:::::_ _ _

講師謝金の規程
R6'・― 15 3.000 講師謝金の規程

６
０ R6 15 3,000 講師謝金の規程

R6 
・

15 6,Ooo 講師謝金の規程
構山 社 (12/狩〈10 R6  ・ 15

講師謝礼金(ν l11 R6 ‐2 21 .3,000 講師謝金の規程
12 閾

一
●

０
０ 40,000 審査委員報償費の要

13 講師謝礼金(5/14太 陽光発電の下で自然エネルギーを知ろう) R5 ′
０ 19 3,000 講師謝金の規程

14 R5 28 3,001 講師謝金の規程
15 R5 11 １

一
3.000 講師謝金め規程

16 5/8エコクッキ R5 ６
０ 6,000 講師謝金の規程

17 R5 Ｏ

Ｖ 21 6,000 講師謝金の規程
18 18 レ R5 21 6,000
19 1/15 2年生 依頼事業) R5 11 15 6,000 講師謝金の規程
20 講師謝礼金 ( R5 ７

， 2́7 3,000 講師謝金の規程
21 R5 11 28 6,000 講師謝金の規程
22 エコカンパニー登録審査に関わる業務委嘱契約報酬 R6 40,000 審査委員報償費の要(

23 R5 4 21 3,00( 講師謝金の規程
24 一

４ 22 13,000 謝金取扱の内規  1
25 R5 25 3.000 講師謝金の規程
26 R5 26 3,00( 講師謝金の規程
27 講師謝礼金(78みどりの力■テンモニタ‐講習会) R5 ６

０ 3:000 講師謝金の規程  、
28 R5 13 3.000 講師謝金の規程
29 (5/ R5 3,000 講師謝金の規程
30 (5/ R5 18 3,000 講師謝金の規程
31 講師謝礼金 ( R5 6」000 講師謝金の規程
32 R5 6.000 講師謝金の規程
33 R5 6,000 講師謝金の規程
34 R5 6 27 6,000 講師謝金の規程
35 R5 11 ０

０ 6.000 講師謝金の規程
36 講師謝礼金 'ルナ R6 16 3,000 講師謝金の規程
37 R6 16 31000 講師謝金の規程
38 ろき 27 3.000 講師謝金の規程
39 講師謝礼金(2/27み んなで過ごそうキャンドルナイト) R6 23 6,000 講師謝金の規程
40 講師謝礼金(3/23お ひきまでクッキングソーラ■タッカーづくり) R6 23 6,000 講師謝金の規程
41 講師謝礼金 (5/14荒川の生き物と友達になろう) R5 ′

０ 14 3,000 講師謝金の規程
42 づ R5 ハ

０ 22 3,000 講師謝金の規程
43 講師謝礼金 (6/18荒川中土手で自然体験) R5 27 6,000 講師謝金の規程
44 R5 10 26 3,000 講師謝金の規程
45 講師謝礼金 (10/22荒川中土手で昆虫と自然遊び) 11R5 28 3,000 講師謝金の規程
46 R5 12 26 3,000 講師謝金の規程
47 R5 12 26 6.000 講師謝金の規程
48 R5 12 26 6,000 講師謝金の規程
49 1 R6 10 6,000 講師謝金の規程
50 講師謝礼金 | 6.000 講師謝金の規程

: i

51 郎 3,000 講師謝金の規程 :fi
52 郎 :27 6,000 講師謝金の規程 '‐
53 1樹 R5 14 10,000 講師謝金の規程
54 さクリ R5 ＾

０ 24 4,000 講師謝金の規程
55 1 ク R5 10 28 4,000 講師謝金の規程
56 1 1 R5 12 25 3,000 講師謝金の規程
57 R6 10 10,000 講師謝金の規程
58 講師謝礼金 (` R6 ｏ

０ 15 15,000 講師謝金の規程
59 講師謝礼金 (6/3 R5 Ｑ

〉 11 6,000 講師謝金の規程
60 5 Ｖ^ 25 6,000 講師謝金の規程
61 講師謝礼金 (10/2す くす(スクール放課後乗境教育 5 11 3.000 講師謝金の規程
62 講師謝礼金 (10/25す くすくスクール放課後環境教育 R6 15 3,000 講師謝金の規程

‐

63 講師謝礼金 (11″ 9すくす(ス タ‐ル放課後環境教育 R6 15 6,000 講師謝金の規程
64 講師謝礼金 (12/20す くすくスクール放課後環策教育 閾 15 3,000 講師謝金の規程
65 講師謝礼金(1/17すくすくスクール放課後環境教育 R6 ，

一 21 3,000 講師謝金の規程

慶業) 講師謝金の規程 ■

R5 11 6_00C

1lA5 2年生
講師謝札金(lυ2

‐ T 
′
 ¬ ア

3.000

出前授業)

講師謝礼金 |

講師謝礼金 |

講師謝金の規程

:験 )

R5  ・
習会)

4

講師謝礼金 (5/ 3みどりのカーテンモニグ

講師謝礼金 (5
‐
6

箋業)
´
０

R6

 

講師謝礼金 |

習会

講師謝礼金

:)

講師謝礼金 ( t1/28矛摯:‐41:看 i″Fう り
'5く 会 ) :1

師謝礼金 |

薔調査 )



66 講師謝礼金 (2/21す くすくスクール環境教育 R6 Ｒ

） 11 3,000 講師謝金の規程
67 (2/1 出前授業) R6 21 6,000 講師謝金の規程
68 講師謝礼金 (4/1樹と友 ) R5 14
69 4/26ム 見地 R5 14 6,000 講師謝金の規程
70 /19ム ジナモ R5 Ｏ

υ 20 6,000 講師謝金の規程
71 講師謝礼金 (9/20ム ジナモを育てよう) R5 10 24 6,000 講師謝金の規程
72 10/28 クリ R5 10 28 4,000 講師謝金の規程
73 講師謝礼金 (10/26 1年生 出前授業) R5 11 16 6,000 講師謝金の規程
74 講師謝礼金 (11/18樹と友達になろう R5 12 25 3,000 謝金取扱の内規
75 11/22ム R5 12 25 6,000 講師謝金の規程
76 講師謝礼金(12/21 1年生 出前授業) R6 15 6,000 講師謝金の規程
77 R5 6 14 3.000 講師謝金の規程
78 講師謝礼金(6/6 4年生 出 R5 12 21 3,000 講師謝金の規程
79 R5 12 25 3,000 講師謝金の規程
80

1

R5 25 3,000

82 出 R5 12 25

6,uuu
‐  6,000

評 岬 謝 笠 の 規 種

講師謝金の規程
83 R5 12 25 i1 6.000 講師謝金の規程
84 講師謝礼金 ( 5/9みどり ) R5 Ｑ

υ 3,000 講師謝金
85 講師謝礼金 (6/30 5年生出前授業) R5 11 3,000 講師謝金の規程
86 講師謝礼金(10/18すくすくスクール放課後環境教育 R6 15 3.000 講師謝金の規程
87 講師謝礼金(1/17すくすくスクール放課後環境教育 R6 21 3,000 講師謝金の規程
88 講師謝礼金(2/21す くすくスクール環境教育 R6 11 3,0001講師謝金の規程
89 1師謝礼金 (8/29す くすくスクーノl′放課後環境教育 R5 Ｑ

〉 25 3,000 講師謝金の規程
90 R6 15 6,000 講師謝金の規程
91 ;f,ff#+L&(11l2sf <-r <^' *tvffi#l&*frAH R6 15 3,000 講師謝金の規程
92 講師謝礼金(1″4すくすくスクール放課後環境教育 R6 11 6.000 講師謝金の規程
93 講師謝礼金 (5/7 「緑のカーテンを一緒に作ろう1) R5 ＾

０ 27 3,000 講師謝金の規程
94 講師謝礼金(5/14太 陽光発電の下で自然エネルギーを知ろう) R5 6 19 3,000 講師謝金の規程
95 諄師謝礼金 (6/30 5年生出前授業) R5 Ｏ

υ 11 3.000 講師謝金の規程
96 R5

Ｏ

υ 25 3,000 講師謝金の規程
97 講師謝礼金(9/15す くすくスクール放課後環境教育 5 11 6〕 000 講師謝金の規程
98 講師謝礼金(11/29すくすくスクール放課後環境教育 6 15 3,000 講師謝金の規程
99 講師謝礼金(lν 13すくすくスクール放課後環境教 R6 15 3.000 講師謝金の規程
100 講師謝礼金 (1/24す くすくスクール放課後環境教育 R6 11 3,000 講師謝金の規程
101 講師謝礼金 (2/21す くすくスクール環境教育 R6 11 6,000 講師謝金の規程
102 講師謝礼金(10/18すくすくスクール放課後環境教育 R6 15 3.000 講師謝金の規程
103 講師謝礼金 (l1/1す くすくスクール放課後環境教育 R6 15 3,000 講師謝金の規程
104 講師謝礼金(11/8す くすくスタール放課後環境教育 R6 15 3,000 講師謝金の規程
105 講師謝礼金 (1/24す くすくスクール放課後環境教育 R6 11 3.000 講師謝金の規程
106 講師謝礼金 (2/15 出前授業) R6 21 3.000 講師謝金の規程

3.000 講師謝金の規程

講師謝礼金(5/14荒川の生き物と友達になろう).

  

講師謝礼金 (10/ 4年生 出前授業) _11

講師謝礼金 (10/11 4年生 出前授業) R5

講師謝礼金(11/15 4年生 出前授業)



3 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4 役員等に対する報酬又は給与の状況 [⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況(口 を除く。)、 口 給
与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額]

役員、社員、職員若 しくは寄附者若 しくはこれ らの者の配偶者若 しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者 と特殊の関係にある者 (注 1)(以
下 「役員等」とい う。)に対する報酬又は給与の支給について

記載 してください。

(注 1)「役員、社員 職ヾ員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しく

は三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によつて生計を維持している者

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (口 を除く。)

氏 名 職 名
法人との関係

(注 2)
報酬 。給与の

区    分
支 給 期 間 等 支 給 金 額

な し

(注 2)注 1の①～④の内容を具体的に記述します。

ロ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額

集 計 期 間 令和 5年 4月 1日  ～ 令和 6年 3月 31日

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

3人 13,113,007円



5 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

6 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び

にその実施 日]

支 出 先 の 名 称 等 住 所    等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

実  施  日 使
｀
本

k墨 金   額

なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円



書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チエック表  (第 3表 ) (初葉)

(,:]:,1:iti目 :ヨ
:::言

i)

・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第
"条

第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。

法人名 認定特定非営利活動法人えどがわエコセンター チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等  ・

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること

ノ

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること
二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の状況」から転記してください。

③及訳〕こついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

ロ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②+③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

(④÷③

① ② ③ ④ ⑤

④ 令和5年 4月 1日 ^′令和6年 3月 31日

15人 0 0% 3人 20.0%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

は セヽ

いいえ

上記を証する書類の名称とその内容等



ハ

⊆二壁当二:望il菫:L:墜≦)・でⅣ塁」:塁:」:匡:狙豊区墜:墜[豊塞量塞2[墨重型璽⊇盤』,』 を添付してくださし、

項
［日 ③ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている

はレヽ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
［日 ④ ⑤ ◎ ③ ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有。① 有 。無 有・無 有・無 有 。無 有・無 有 。無

第3表 (次葉)

(注意:羹Q
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第

"条
第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

エック 3

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「①～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」及

び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝0第○条に『各正会員の表決権は、平

等なものとする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「①」については、イに記載する各期間

(「④」から「①」)を示したものです。

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の「はい」

1二」
`⊇

」__し|ム」と全」≦」」」肇E奎麺]憂1萎i空1番

付してくださし、

②  「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行つている」の_「はし可に「o」

した場合には、第3表付表2「帳簿組

織のA殉 を記載し添付してくださし、

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます9

なお、「④」から「①」については、イに記載する各期間

(「④」から「①」)を示したものです。

記載要領の補足

い し



書式第 8号 (法第44条・51条。58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

法人名
認定特定非営利活動法人

えどがわエコセンター
③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 15人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

3人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所 職名 続柄等

就 任 等 の 状 況

③ (D ◎ ① ◎ ① 申請時
就任・退任

年月日

岩瀬 耕二

青山 やす子

荒木 初美

天沼 浩

田口 功

理事

理事

理事

理事

理 事

○

○

○

○

○

平成29年 6月 l日 就任

令和5年 5月 27日離

平成25年 6月 1日就任

令和5年 5月 27日退任

令和4年 5月 29日就任

令和元年5月 25日就任

高田 雅之

中山 雄司

深津 郁子

松本 勝義

山谷 裕美子

理事

理事

理事

監事

理事

○

○

○

○

○

令和元年5月 25日就任

平成29年 6月 1日 就任

平成29年 6月 1日 就任

平成23年 8月 4日就任

令和5年 5月 27日退任

令和元年5月 25日就任

令和3年 5月 29日就任

令和5年 5月 27日 退任

令和3年 5月 29日就任

令和3年 5月 29日就任

石川 麻美 理事 ○

池田 進 理事 ○

鈴木 弘行 理事 ○

(1)最 も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数  
・      ′

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれ らの

者の親族等」のグループの人数



千倉 嘉一 理事 ○ 令和3年 5月 29日就任

吉野 早苗 理事

(注意事項 )

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載 した事

項について、添付を省略することができます。

○
令和3年 5月 29日就任

令和5年 5月 27日退任

山崎 求博

島田 久市

徳田 哲也

宇田川 晴夫

理事

監事

理事

監事

○

○

○

○

令和3年 5月 29日就任

令和3年 5月 29日就任

令和5年 5月 27日就任

令和5年 5月 27日就任



書式第9号 (法第44条。51条。58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

法人名 認定特定非営禾:脩彗動法人えどがわエコセンター

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳

会計ソフ ト(PCA公益法

人会計)使用

ルーズリーフ

都度 10年

現金出納帳

手書帳票

ルーズリーフ
都度 10年

仕訳日記帳

会計ソフト(PCA公益法

人会計)使用

ルーズリーフ

都度 10年

給与台帳

給与計算ソフト(やよい給

与計算)使用

ルァズリーフ

月 1回 10年



法人名 認定特定非営利活動法人えどがわエコセンター チェック欄

′

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と

当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと
ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上であ

ること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

4'事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

項
日
Ｈ ③ ⑤ ◎ ③ ◎ ① 申許事寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動
有 有 。無 有 。無 有 。無 有 。・無 有 。無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対す
‐
る活動

有 1有 。無 有 。無 有・ 無 有 。無 有 。無 有 ・ 無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動

有 有 。無 有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無

ロ

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申計事寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

の有無

有・無 有・無 有。無 有。無 有・無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特場IJの利益の供

与の有無

′“ヽ

有ヽり 有。無 有。無 有。無 有。無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の禾|え畠の供与の有無
有r為

ヽ
“
′

有・無 有・無 有。無 有 。無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

⌒

有
t壼リ有・無 有。無 有。無 有・無 有。無 有。無

書式第 10号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チエック表  (第 4表 ) (初葉)

∝意事]Q
。 「認定基準等チェック表 (第 4表 )」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載
及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま
せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員欄酬規程等提出書委Dに記載した事項につい
て、添付を省略することができます。

′申ヽ

有ヽさリ



書式第 13号 (法第44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意事項)

・認定基準等チエック表第 5表は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添
付する必要があります。

・認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。

法人名 認定特定非営利活動法人えどがわエコセンター チェッタ欄

次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれ

をその事務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 (個人の住所又は

居所に係る記載の部分を除いたもの)

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他

一定の事項等を記載した書類

へ 助成の実績を記載した書類

5

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこ

れをその事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細則 (社内規則)等がある場合には、その細則 (社内規則)等を添付してください。

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人

以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係のある者との取引

④
｀
寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法

人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が 20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日

⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況

a 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)

b 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施 日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

ノ



書式第 14号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 認定特定非営禾1樫勘法人えどがわエコセンター

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月 日～ 月 日 設立年月日

(,捕事]④

・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表 )

は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書0に 記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

.チ ェッタ欄

特定非営禾:偏働促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑤ ◎ ① ◎ ①

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無 有 ・ 無 有 。 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に連反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

′

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第フ表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑤ ◎ ③ ◎ ① 申 請 時

有 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無缶



書式第15号 (法第44条・51条。58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 認定特定非営利活動法人えどがわエコセンター チェック欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法
人は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り消され
た場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等伽 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、
罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者

二 暴力団の構成員等餞2キ

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

定、」星コ堕」認定丞I」這E量塾Z≧直塾期[聾ヒ笙』量□i⊆≧皇壼堕1旦」LL.」]菫菫艶壺署」園量菫生≧二二重生亡産』量望」コL」L堕□LE正里旦豊LIヱ≦2生上」並び
1三11:!:lll[|:|:::111llil:|:』 11::!lilli」 |:111壷i:i:|:l型 |!:|[1理型|=」 |:i!LI:き |:|:|:ら重」i:LI:量i:1量:「り[|二 ::lil!lilll!|!|!|:1211:::1::i1li:lill」|:|:|]lili:ill:」 |]1:|[|:|:li!|:と|:i:lilll[:|]]|ュ |!|`|:::|::と」!:二!上 :i::::主 )。

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

認定特定非営禾I括動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特

定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその

取消しの日から5年を経過しない者の有無

有 温ヽ
ヾソ

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5

年を経過しない者の有無
有

特定非営禾I括ヨ促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有

暴力団の構成員等の有無 有・供)

，
“ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 ItL'' ( い し

ltl,\ 6 υ`ヽｎ
０ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
は い い い

耐
議

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上邑生1三」憂:登:亜]自國墜邑屋豊奎≧≧l変生菫量」[丞」型コ:塾E壁]善

4

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

と

Ｆ
Ｄ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 ttL '' (

´
０ 次のいずれかに該当する法人

暴力団 はい価 ,
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい〔ヽいか

濡ヽ
ヾソ




